
    

                               
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EXPERT VIEWEXPERT VIEWEXPERT VIEWEXPERT VIEW：【：【：【：【日系企業日系企業日系企業日系企業のためののためののためののための中国法令中国法令中国法令中国法令・・・・政策政策政策政策のののの動動動動きききき】】】】    

    
 

今回は 2011 年 5 月中旬から下旬にかけて公布された法令をとりあげました。一部それ以前に公布され、公表

が遅れたものを含んでいます。 

 

 

［規則］ 

○「固体廃棄物輸入管理弁法」（環境保護

部・商務部・税関総署令第 12 号、2011 年

4 月 8 日公布、同年 8 月 1 日施行） 

 

 

 

 

○「国務院弁公庁の人民銀行、監察部等部

門の商業プリペイドカード管理規範化に

関する意見の転送通知」（国弁発［2011］

25 号、2011 年 5 月 23 日発布・実施） 

 

 

 

 

 

 

○「国家外貨管理局の一部資本項目外為

業務の審査確認権限及び管理措置の取

消及び調整に関する通知」（匯発［2011］

20 号、2011 年 5 月 23 日発布、同年 6 月

1 日実施） 

 

 

固体廃棄物の輸入に関する基本法規。輸入禁止品目の範囲、

輸入制限品目に対する許可証管理、輸入時の安全検査の手続

き、保税区域での取扱い（国外からの輸入時は一般地区と同様

に許可証と安全検査が必要）、罰則などが詳しく定められてい

る。中国の廃棄物処理企業、日本の廃棄物輸出企業は注意さ

れたい。 

 

プリペイドカードの管理に関する基準を示したもの。①多用途型

カードの発行は人民銀行が許可し、単用途型カードの発行は金

融機関が許可する、②記名型カードと無記名型カードを 1 回 1

万元以上購入する場合は購入単位・個人に実名を登記させる、

③単位が 1 回 5 千元以上、個人が 1 回 5 万元以上購入する場

合は銀行振込とし、カード発行機関に 1 件毎に登記させる、④

無記名型カードの限度額は 1 千元まで、記名型カードは 5 千元

までとする、⑤国家の業務人員、特に指導幹部が公務活動中

にプリペイドカードを受け取ることを厳禁する、など。 

 

一部資本取引の規制緩和措置。①企業が輸入通関日から 120

日目以後に代金を支払う輸入延払支払金額登記を行っている

場合、所在地の外貨管理局での期限超過登記の認可手続きを

不要とする、②輸入前払で代金の返金が発生した場合、貿易

貸付登記管理システムで直接抹消手続きを取ってよい、③輸入

前払い登記での限度額計算の基礎比率を 30％から 50％に引

き上げる、など。 

 

 

（本シリーズは、原則として隔週で掲載しています。） 
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【【【【経済経済経済経済】】】】    

◆◆◆◆人力資源社会保障部人力資源社会保障部人力資源社会保障部人力資源社会保障部    2010201020102010 年統計公報年統計公報年統計公報年統計公報をををを発表発表発表発表：：：：人力資源社会保障部は 23 日、雇用や社会保障に関する 2010 年

度統計公報を発表した。公報によると、2010 年の雇用状況については、都市部の新規雇用者数が 1,168 万人と前年

比 66 万人増加し、失業者や就職困難者（※）の再就職人数もそれぞれ前年比 33 万人、1 万人の増加となった。また、

2010 年末の都市部登録失業者数は前年比 13 万人減の 908 万人、同失業率も前年比 0.2 ポイント減の 4.1%となり、

雇用状況の改善が見られた。社会保険の加入状況については、年金（前年比+2,157 万人）、医療（同+3,116 万人）、

失業（同+660 万人）、労災（同+1,265 万人）、出産（同+1,460 万人）の各保険で、農民工加入者も含めて加入者数が前

年比増加し、同部は、社会保険制度が整備され、普及が進んでいるとした。収入分配状況については、2010 年の都

市部非私営企業の年間平均給与が 3 万 7,147 元（前年比+13.5%）、同私営企業が 2 万 759 元（同+14.1%）と、金額では

依然非私営企業が高いものの、伸び率では私営企業が僅かに上回る結果となった。また、学校等一部の事業単位で

業績に基づく給与体系を実施するなど、収入分配制度改革が徐々に進行していることも明らかになった。 

※就職困難者とは、失業者の中でも身体状況、技能レベル、家庭の事情等から特に就職が難しい者、または失業後一定期間を経過して

も再就職ができていない者を指す。 

【【【【貿易貿易貿易貿易････投資投資投資投資】】】】    

◆◆◆◆中台中台中台中台 ECFAECFAECFAECFA アーリーハーベストアーリーハーベストアーリーハーベストアーリーハーベスト    順調順調順調順調なななな滑滑滑滑りりりり出出出出しししし：：：：中国商務部の 25 日の発表によると、昨年 9 月 12 日発効となった

中台海峡両岸経済協力枠組協議（ECFA）に基づき、今年 1 月 1 日よりアーリーハーベスト（早期実施項目）が実施さ

れ、順調に進展しているという。中国大陸側の統計によると、貿易については、1-3 月の台湾から大陸への輸入通関

件数のうち、アーリーハーベスト対象が 3,923 件、金額は 6.84 億米ドル、関税減免額は 1.27 億人民元となり、製品別

構成では、化学工業品が46.1%、プラスチック製品が11.2%、卑金属が10.6%、機電製品が6.8%、紡績製品が4.9%、農産

物が 0.2% となっている。投資については、3 月末現在、会計事務所（5 社）、コンピューター関連サービス業（9 社）、設

計業（26 社）、会議関連サービス業（2 社）、保険業（2 社）といった一部の台湾企業がアーリーハーベスト措置を受け、

合弁或いは独資形態での大陸進出許可を取得、証券取引業 3 社が QFII（適格外国投資家）資格を取得した。    

【【【【金融金融金融金融・・・・為替為替為替為替】】】】    

◆◆◆◆2011201120112011 年第年第年第年第１１１１四半期四半期四半期四半期のののの経常収支経常収支経常収支経常収支    黒字幅黒字幅黒字幅黒字幅はははは前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 18%18%18%18%減減減減少少少少：：：：国家外貨管理局は 24 日、2011 年第 1 四半期の国
際収支統計の速報値を発表した。第１四半期の経常収支の黒字は、前年同期比▲18%の 298 億米ドル、うち、貨物貿
易が 208 億米ドルの黒字、サービス貿易が 102 億米ドルの赤字、所得収支が 76 億米ドルの黒字、経常移転収支は
116 億米ドルの黒字となった。資本収支の黒字（誤差脱漏を含む）は 1,114 億米ドルで、うち、直接投資による資金流
入額は 426 億米ドルとなっている。なお、外貨準備高は第 1 四半期に 1,380 億米ドル増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
先週の人民元相場は6.4963で寄り付いた。ギリシャ債務懸念によるリスク回避の高まりから人民元は週初こそ反落し

たが、中国人民銀行が人民元対ドル基準値を緩やかに引き上げると人民元は堅調に推移した。26日に2005年7月の切

り上げ後の最高値となる6.4858まで上昇したが、その後は米ドル需要の高まりから小幅下落して結局6.4917で越週した。

今週1日に発表される5月の購買担当者指数は前月より低下することが予想されており、製造業の拡大ペースの減速、

金融引き締め措置による不動産市場や景気過熱感が抑制されていることを示す内容となりそうだ。一方で物価上昇圧

力は依然として残っており、引き続きインフレ抑制にむけた金融引き締め政策は継続されるだろう。また、米財務省は27

日に延期されていた為替報告書を公表し、中国の「為替操作国」認定を見送った。このような中、引き続き人民元相場は

上昇基調を辿ることが予想されるが、上昇は緩やかなものにとどまるだろう。（5月30日作成） 

（市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ）  

WEEKLY DIGESTWEEKLY DIGESTWEEKLY DIGESTWEEKLY DIGEST    

RMB RMB RMB RMB レビューレビューレビューレビュー＆＆＆＆アウトルックアウトルックアウトルックアウトルック    

人人人人    民民民民    元元元元    のののの    動動動動    きききき    
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